
女性活躍の現状
1 ジェンダーギャップ指数

〇 日本は156か国中120位、政治のスコアは平均以下となっている。

「Global Gender Gap Report 2021」より作成
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2 役職別女性管理職の割合（都内事業所）

〇 都内事業所の役職別女性管理職の割合は緩やかに上昇傾向にあり、令和２年度で係長相当職が19.6％、課長相当職
が11.4％、部長相当職が6.2％、役員が9.0％、課長級以上では9.8％となっている。

東京都産業労働局「令和2年度東京都男女雇用平等参画状況調査」
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女性活躍の現状
3 所定内給与男女間格差の推移（都）/（全国）

〇 都内における女性の男性に対する所定内給与額の割合は7割程度を推移しており、令和元年で73.3％となっている。

厚生労働省「令和元年賃金構造基本統計調査」
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女性活躍の現状
４ 男性と女性の年齢による賃金の推移（都）/（全国）

〇 男女の年齢による賃金格差を比較すると、50代で最も広がりが大きくなっている。

厚生労働省「令和元年賃金構造基本統計調査」（全国）
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女性活躍の現状
５ 産業別男女所定内給与水準（全国）

〇 全国の産業別所定内給与水準は、いずれも女性の男性に対する割合は60～80%となっており、差が最も大き
いのは金融業・保険業で60.8%、小さいのはサービス業（他に分類されないもの）で80.1%となっている。

厚生労働省「令和元年賃金構造基本統計調査」
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女性活躍の現状

６ 大学卒業者のうちの就業者の正規・非正規（都）

〇 都内大学卒業者のうち就職者に占める正規職員率は男性97.3%、女性97.0%となっている。

文部科学省「令和元年度学校基本調査」
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女性活躍の現状
７ 雇用形態の内訳別割合（都）

〇 都内の正規雇用率の推移を見ると、男性は80％前後で推移し、女性は5割以下に留まっている。

総務省「平成29年度就業構造基本調査」
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女性活躍の現状

８ 男女の年齢別非正規雇用率（都）

〇 都内の非正規雇用率を年齢別に見ると、15～24歳まではほぼ同水準で、男性は25歳から54歳まで10%台であるのに対
し、女性は25歳から34歳で26.8％、35歳以上で40%を超えている。

東京都総務局「令和元年東京の労働力（労働調査結果）」
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女性活躍の現状

９ 女性の労働力比率の推移（都）／女性の就業希望率（都）/(全国)

〇 都の女性の労働力比率は、全ての年齢階級で増加しており、いわゆるM字カーブも浅くなってきている。
〇 女性の就業希望率は、都は35～44歳が60.8%で最も高く、全国は25~39歳が63.2％で最も高い。

総務省「平成29年就業構造基本調査」
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女性活躍の現状
10 平均勤続年数の男女差（全国）

〇 都内の平均勤続年数の男女差は1.44倍で全国平均よりも大きい。

東京都総務局「令和元年東京の労働力（労働調査結果）」
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女性活躍の現状
11 1人あたり平均所定外労働時間の推移（都・全国）

〇 都内における1人あたりの平均所定外労働時間は、平成26年以降男女ともに概ね減少傾向にある。
〇 全国と比較すると、男性は平成26年以降全国平均を下回っているが、女性はいずれの年も全国平均を上回っている。

厚生労働省「毎月勤労統計調査」
東京都総務局「東京都の賃金、労働時間及び雇用の動きー毎月勤労統計調査地方調査結果」
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女性活躍の現状

12 開業者の性別（全国）／開業時の年齢（全国）

〇 全国の開業者の性別割合は、男性80.1%、女性19.9%となっている。
〇 開業時の年齢で見ると、女性は男性に比べて40歳以降に開業する人が多い。

日本政策金融公庫総合研究所 2019年版「新規開業白書」
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女性活躍の現状

13 テレワーク導入率（都）

〇 都内事業所（従業員30人以上）の令和3年３月後半現在のテレワーク導入率は5６.４％で３月前半から２.６ポイント減少した。
〇 テレワーク導入率を規模別にみると、従業員「300人以上」の事業所の８４.３％が導入していると回答した一方、「30－99人」では導入して
いると回答したのは4５.９％であった。

東京都産業労働局報道発表資料を基に作成

テレワーク集中期間中の都内事業所（30名以上）のテレワーク導入率 事業所規模別のテレワーク導入率（令和3年３月後半時点）
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女性活躍の現状
14 多様な働き方に関する制度（都）

〇 事業所が有する制度のうち、「半日や時間単位の有給休暇」が最も多く、次いで「短時間勤務制度」となっ
ている。

〇 従業員が必要だと思う制度のうち、「テレワーク制度」が最も多く、次いで「フレックスタイム制度」と
なっている。

東京都産業労働局「令和２年度東京都男女雇用平等参画状況調査」 14



女性活躍の現状

15 職場の嫌がらせをはじめとする人間関係に関する労働相談件数（都）

〇 都内におけるセクシャルハラスメントに関する相談件数は平成25年度以降概ね増加傾向にある。
〇 マタニティハラスメントに関する相談件数は平成28年度以降、年400件前後で推移している。

東京都産業労働局「労働相談及びあっせんの概要」
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女性活躍の現状

16 ハラスメント防止策の実施状況（都）

〇 都内事業所ハラスメント防止策の実施状況は、平成26年度と比べていずれの取り組みも実施率が増加している。

東京都産業労働局「令和元年度東京都男女雇用平等参画状況調査」

71.9

37.5

46

61.7

20.3

18.9

49.5

39.4

29.2

64.9

6.3

9.2

11

6.2

10.3

2.9

3.8

3.7

2.9

4.5

就業規則等にハラスメント禁止を明記

ポスター、リーフレット、手引き等防

止の…

ハラスメントに関する研修・講習等の

実施

事業所内外に相談窓口・担当者、苦情

処理機関等を設置

実態把握のためのアンケートや調査を

実施

実施している 実施していない 実施していないが実施を検討中 無回答

84.1

52.4

63.9

77.8

30.2

41.9

9.6

36.1

23.5

14.9

55.4

42.9

4.4

9.3

10.9

5.5

11.2

11.6

1.8

2.1

1.7

1.8

3.3

3.5

就業規則等にハラスメント禁止を明記

ポスター、リーフレット、手引き等

防止のための啓発資料を配布または…

ハラスメントに関する研修・講習等の

実施

事業所内外に相談窓口・担当者、苦情

処理機関等を設置

実態把握のためのアンケートや調査を

実施

（妊娠等に関するハラスメント防止の

ため）適切な業務分担の見直しや代…

実施している 実施していない

実施していないが実施を検討中 無回答

平成26年度 令和元年度
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女性活躍の現状
17 大学生の学部別構成比の推移（全国）

〇 令和2年度における全国の大学生の学部別構成比では、「社会科学」が男子学生37.6%、女性学生25.0%と最も多い。
「理学」「工学」を合わせた令和2年度における割合は、男子学生26.5%、女子学生6.8%となっている。

文部科学省「学校基本調査」

人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健 商船 家政 教育 芸術 その他

男子学生 女子学生
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1.6 

1.6 

6.1 
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6.6 

6.8 
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7.5 

7.6 
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平成25

（2013）年度
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（2014）年度

平成27

（2015）年度

平成28

（2016）年度

平成29

（2017）年度

平成30

（2018）年度
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（2019）年度
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（2020）年度
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21.8 

21.4 

21.0 

20.6 
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19.9 

25.6 

25.4 

25.2 

25.2 
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25.2 

25.1 

25.0 

1.9 

1.9 

1.9 

1.9 

1.9 

1.9 
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4.3 

4.5 

4.7 
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5.0 

3.0 

3.0 

3.0 
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3.0 

3.0 
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16.0 

16.5 

16.8 

17.1 

17.3 
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17.8 
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4.5 

4.4 

4.3 
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（2013）年度

平成26

（2014）年度

平成27

（2015）年度

平成28

（2016）年度

平成29

（2017）年度
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（2018）年度

令和元
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（％）

26.5％ 6.8％
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女性活躍の現状

18 結婚又は出産・育児を理由に離職した若年の割合（都）／第一子出産時の母の平均年齢の推移（都）

〇 出産・育児を理由に離職した女性の割合を年代別にみると、都内ではいずれの年も「35歳～44歳」の割合が最も多い。
〇 都内の第一子出産時の母の平均年齢は、全国平均より高い値で推移しており、平成30年では32.2歳となっている。

2.3 

15.7 16.6 

5.0 

16.9 
18.0 

2.8 

13.7 

19.1 
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10

15

20

25

15～24歳 25～34歳 35～44歳

平成19年 平成24年 平成29年
（％）

第一子出産時の母の平均年齢の推移

総務省「平成29年度就業構造基本調査」

厚生労働省「人口動態統計」

29.9
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全国 東京都
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出産・育児を理由に離職した女性【都】

出産・育児を理由に離職した女性【全国】
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女性活躍の現状

19 保育所（認可保育所）数及び保育所待機児童数の推移（都）

〇 都内認可保育所数は増加している。
〇 保育所待機児童数は平成29年度以降減少している。
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東京都福祉保健局調べ
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女性活躍の現状
20 介護・看護を理由にした離職者数（都）

〇 介護・看護を理由とした離職者数は、女性が減少傾向にあり、男性が増加傾向にある。

総務省「就業構造基本調査」

39,500 
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女性活躍の現状

21 育児休業取得状況の推移（都）／育児休業取得状況の推移（全国）

東京都産業労働局「令和２年度東京都男女雇用平等参画状況調査」

〇 都内の育児休業取得率は、令和２年において女性が94.8%、男性が14.5%となっている。
〇 全国の育児休業取得率は、令和元年において女性が83％、男性が7.48％となっている。

育児休業取得状況の推移（都） 育児休業取得の状況の推移(全国)

厚生労働省「令和元年度雇用均等基本調査」
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女性活躍の現状

22 男性の育児休業等取得状況/男性の育児休業取得日数（都）

〇 育児休業等（法定外の育児のための休暇取得含む）を希望通りに取得できなかったと回答した男性の割合は約8割
〇 男性の育児休業等の取得日数で見ると、「1日～5日未満」55.0％が最も多かった。

55.0 

19.5 

6.9 

9.7 

3.8 

1.3 

2.5 

0.3 

0.9 

0.0 

0.0 30.0 60.0
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1年

1年を超え1年6か月未満

1年6か月～3年未満

3年～

（%）
（n=318）

育休等を希望通り取

得できた

16.2%

育休等を希望通

りに取得できな

かった

79.1%

わからない（不明）

4.7%

（n=1,000）

東京都生活文化局「令和元年度男性の家事・育児参画状況実態調査」

男性の育児休業等取得状況（男性・配偶者有・未就学児有（都）） 男性の育児休業等の取得日数（男性・配偶者有・未就学児有（都））

東京都生活文化局「令和元年度男性の家事・育児参画状況実態調査」 22



女性活躍の現状

23 子育て世代の家事・育児関連時間（都）

〇 子育て世代の家事・育児関連時間【週全体平均】において男女の時間差は5時間1分となっている。

63
136

143

369

7

9

0

100

200

300

400

500

600

男性 女性

(分)
家事 育児 介護

5時間1分差

東京都生活文化局「令和元年度男性の家事・育児参画状況実態調査」

子育て世代の家事・育児関連時間【週全体平均】
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女性活躍の現状
24 男性と女性の平均生活時間【家事・育児】（都・全国）

〇 平成28年における男性の総平均時間、行動者平均時間、行動者率は、家事・育児ともに都が全国を上回っている。
〇 平成28年の都内男性の育児の総平均時間は5年前より増加したものの、行動者率は低下している。

総務省「平成28年社会生活基本調査」
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25 ボランティア活動行動者率（都）／自治会長に占める女性の割合（都）

〇 直近1年間にボランティア活動に参加した都民の割合は女性が男性を上回っている。
〇 自治会長に占める女性の割合は、令和2年度で12.1%で全国平均を上回っている。

東京都生活文化局「平成30年度 都民等のボランティア活動等に関する実態調査」

27.5 

23.3 

31.8 

23.7 

20.6 

26.8 

48.7 

56.1 

41.2 

0.1 

-
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直近１年間にボランティア活動に参加した 直近１年間はないが、過去にボランティア活動に参加したことはある

今まで全くボランティア活動などには参加したことがない 無回答

（%）

内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同参画の形成又は女性に関する施策の推進状況」（令和2 年度）

ボランティア活動行動者率（都）

自治会長に占める女性の割合（都）

令和2年度 和元年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

東京都 12.1 11.4 11.7 9.9 9.4 8.9 

全国平均 6.1 5.9 5.7 5.4 5.2 4.9 
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女性活躍の現状

26 都職員の階層別女性比率（管理職の推移（都）

〇 令和２（2020）年の都職員（管理職）の女性比率は、副参事（課長）22.0%、参事（部長）15.8%、理事（局
長）7.8%となっている。

東京都人事委員会「令和2年4月月1日現在 都職員の構成」
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27 審議会等の女性委員任用状況（都）

〇 都の審議会等における女性委員任用率は、令和2年4月1日時点で32.9%となっている。

東京都生活文化局「審議会等における女性委員任用率の実績」
内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に

関する施策の推進状況（令和2年度）」

審議会等の女性委員任用状況（都）

25.2

24.6
24.3

22.8
21.7

22

21.4

21.6
21.2

20.4
20.1

21.1

21.1
21.7

23.2

26.7

27.6

28.5
29.5 

31.8 

32.9 

15

20

25

30

35

40

H12 H16 H20 H24 H28 R2

都道府県 女性委員任用率

1 徳島県 56.6%

2 山形県 52.5%

39 東京都 32.9%

47 大阪府 26.5%
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28 校長及び副校長における女性比率の推移（都）

〇 都内公立学校における校長及び副校長の女性比率は、令和元年度において校長18.5%、副校長26.5%となっている。

文部科学省「公立学校教職員の人事行政の状況調査」※公立の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校の合計
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23.1 

24.2 

25.5 25.8 
26.5 

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

校長 副校長
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女性活躍の現状
29 男女の地位の平等感（都）

〇 男女の地位の平等感について、『男性の方が優遇されている』と答えた割合は、女性が男性よりも約15ポイント高い。

東京都生活文化局「男女平等に関する世論調査（令和2年度）」

5.3

16.8

58.7

61.8

26.2

12.8

2.9

0.5

0.9

0.1

4.4

5.1

1.6

2.8

男性

女性

64.0 3.8 

78.6 0.6 

男性の方が
非常に優遇
されている

どちらかといえば
男性の方が優遇
されている 平等

どちらかといえば
女性の方が優遇
されている

女性の方が非常に
優遇されている

わから
ない

無回答

『
女
性
の
方
が

優
遇
さ
れ
て
い
る
』

『
男
性
の
方
が

優
遇
さ
れ
て
い
る
』【男女別】

男女の地位の平等感（全体として）
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女性活躍の現状

30 自殺者数（都）

○ 令和2年における都内自殺者数は、男性・女性ともに増加している。

厚生労働省社会・援護局総務課自殺対策推進室、
警察庁生活安全局生活安全企画課
「平成30年中における自殺の状況、令和元年における自殺の状況、和2年中における自殺の状況」より作成
※本統計は、自殺の発生地における計上であり、自殺者の居住地とは異なる。

平成30年 令和元年
対前年
増減

増加率

男性 1,502 1,386 -116 -7.7%

女性 742 721 -21 -2.8%

計 2,244 2,107 -137 -6.1%

令和元年 令和2年
対前年
増減

増加率

男性 1,386 1,414 28 2.0%

女性 721 817 96 13.3%

計 2,107 2,231 124 5.9%

【男女別自殺者数比較（平成30年・令和元年】（都） 【男女別自殺者数比較（令和元年・令和2年】（都）
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女性活躍の現状

31 母子世帯・父子世帯の推計値（都）／母子世帯・父子世帯の平均年間収入（都・全国）

〇 母子世帯数・父子世帯数は、いずれも平成28年から漸増している。

東京都福祉保健局「平成29年度東京都福祉保健局基礎調査」
厚生労働省「平成28年度全国ひとり親世帯等調査」

1,087 1,102 1,120 1,146 1,165 1,181 1,198 1,217 

1,435 1,458 1,479 1,494 1,506 1,516 1,579 1,595 1,615 

1,075 1,091 1,107 1,123 

187 190 193 202 205 208 211 214 

175 178 181 182 184 185 
192 194 197 

220 224 227 230 
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年

平成19

(2007)

年

平成21

(2009)

年

平成23

(2011)

年

平成25

(2013)

年

平成27

(2015)

年

平成29

(2017)

年

令和元

(2019)

年

（百世帯）
推計母子世帯数 推計父子世帯数

11.7

7.1

6.2

2.4

24.2

7.1

17.4

7.3

37.6

23.2

45.6

28.2 

23.4

59.0

30.8

62.1

3.1

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

母子世帯

東京都（2017年度）

父子世帯

東京都（2017年度）

母子世帯

全国（2016年度）

父子世帯

全国（2016年度）

100万円未満 100～200万未満 200～400万未満 400万以上 無回答

23.6％

東京都福祉保健局「都民の生活実態と意識」
東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」

母子世帯・父子世帯の推計値（都） 母子世帯・父子世帯の平均年間収入（都・全国）

35.9％
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女性活躍の現状

32 65歳以上人口の割合（高齢化率）（都・全国）

〇 65歳以上の高齢化率は、都内では女性25.2％、男性は19.9％となっている。

東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」
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総務省「人口推計（各年10月1日現在）」、
総務省「国勢調査」（平成7年以前）

都 全国
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女性活躍の現状

33 性・年齢別完全失業率（都・全国）

〇 性・年齢別の完全失業率では、都内では「15～24歳」、全国では「25～34歳」が最も高くなっている。

総務省「労働力調査（基本集計）」（令和元年平均）

2.3

3.4

3.0

2.1

1.9

2.2

1.9

2.5

3.3
3.2

2.1

1.9

2.6

2.1
2.2

3.6

2.7

2.0 2.0

1.4
1.5

0

1

2

3

4

5

総数 15～24歳25～34歳35～44歳45～54歳55～64歳 65歳以上

（％）
全体 男性 女性

2.4
2.5

3.2

2.2

2.0
2.1

1.5

2.5
2.6

3.5

2.1
2.0

2.4

2.0

2.2
2.3

2.9

2.1

1.9 1.9

0.8
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東京都総務局「東京の労働力」（平成31年・令和元年平均）

都 全国
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女性活躍の現状
34 関心のある人権問題（都）

〇 関心のある人権問題について聞いたところ、令和元年度においては、「インターネットによる人権侵害の問題」43.3%が最も多
く「プライバシーや個人情報の流出・漏洩の問題」42.9％、「女性の人権」35.8%の順に多かった。

東京都生活文化局「都民生活に関する世論調査（令和元年度）」

インターネットによる人権侵害の問題※1
プライバシーや個人情報の流出・漏えいの問題
女性の人権
障害者の人権
高齢者の人権
子供の人権
北朝鮮による拉致問題
犯罪被害者やその家族の人権
災害に伴う人権問題
外国人の人権
性自認※2に関する人権
性的指向※3に関する人権
刑を終えて出所した人の人権
性的搾取、強制労働等人身取引の問題
ハンセン病患者・回復者等の人権
婚外子や無国籍の人の人権
路上生活者（ホームレス）の人権
同和地区（被差別部落）出身者の人権
エイズ患者・ＨＩＶ感染者の人権
アイヌの人々の人権
特にない
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35.8 
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12.4 
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9.6 

8.7 

8.7 

7.3 

9.4 

31.8 

28.0 
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6.5 

6.0 

8.4 

9.0 
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7.4 

5.0 

21.7 

0 10 20 30 40 50

令和元年度 平成25年度

※1 他人の誹謗中傷、差別を助長する情報の掲出等 ※3 自己の恋愛又は性愛の対象となる性別についての指向
※2 自己の性別についての認識
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配偶者暴力対策の現状

１ 都内各相談機関における配偶者暴力相談件数の推移

〇 都内の各相談機関における配偶者暴力相談件数は、都の配偶者暴力相談支援センターの件数は漸減傾向にあるものの、区市町村の件数
は増加傾向にあり、都内全体でも増加傾向にある。
〇 区において配偶者暴力相談支援センターが整備される等、被害者が身近なところで相談できる体制が整いつつあることも一因と考えている。
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東京都生活文化局調査 35



配偶者暴力対策の現状

２ 都の配偶者暴力相談支援センターの認知度

〇 暴力を受けた際の相談機関の存在の認知度は、男性（計）約６割に対して、女性（計）は約7割。概ね若年層ほど低い傾向にある。
〇 都の相談窓口の認知度は、警察、区市町村の窓口に続き、約6割となっている。

ｎ (％)

(1,990)

＜性・年齢別＞

男　 性（計） ( 919)

18 ・ 19 歳 ( 10)

20 代 ( 110)

30 代 ( 119)

40 代 ( 153)

50 代 ( 188)

60 代 ( 157)

70 歳 以 上 ( 182)

女　 性（計） (1,053)

18 ・ 19 歳 ( 12)

20 代 ( 112)

30 代 ( 158)

40 代 ( 216)

50 代 ( 186)

60 代 ( 147)

70 歳 以 上 ( 222)

全 体 66.6 32.3 1.1

知っている 知らない 無回答

60.7

70.0

46.4

57.1

62.1

61.7

66.9

63.7

38.0

30.0

53.6

42.0

37.9

36.7

31.8

33.0

1.3

0

0

0.8

0

1.6

1.3

3.3

71.7

58.3

55.4

72.8

74.1

80.1

76.2

67.6

27.4

41.7

44.6

27.2

25.5

19.9

23.1

29.3

0.9

0

0

0

0.5

0

0.7

3.2

(％) ●

警察

区市町村の相談窓口

都の相談窓口
（東京ウィメンズプラザや
東京都女性相談センターなど）

弁護士

民間シェルター

法テラス
（日本司法支援センター）

今回調査（ｎ＝1,325）

その他 平成27年（ｎ＝1,080）

無回答

平成23年（ｎ＝1,184）

77.0

62.6

60.8

37.8

31.7

20.4

1.0

0

68.3

56.8

53.2

36.1

26.2

16.4

1.2

0.5

66.8

55.0

58.2

40.2

21.5

16.3

0.5

0

0 20 40 60 80

＜暴力を受けた際の相談機関の存在＞
＜各相談機関の認知度＞

東京都生活文化局「男女平等参画に関する世論調査」（令和３年３月）

36



配偶者暴力対策の現状

３ DV防止法の認知度

内閣府「男女間における暴力に関する調査」
令和2年度 全国

〇 時系列比較でみると、近年は認知度
に大きな変化は見られない。

37



配偶者暴力対策の現状

４ 普及啓発の実施

〇 配偶者等暴力の防止に係るパンフレットやPRカードの配布、講演会等の実施により、配偶者等暴力についての理解を深めるよう取り組んで
いる。

＜パンフレット＞
「配偶者や交際相手からの暴力で悩んでいませんか」

＜デートDVカード＞

＜DV防止講演会開催実績＞

年度 テーマ

29

第1回
配偶者暴力（ＤＶ）と子供 ～知って、
気づいて、行動するために～

第2回
『それも配偶者暴力（ＤＶ）です』
－見えない暴力（モラル・ハラスメント）に
気づくために－

30
第1回
『子供の発達と配偶者暴力（ＤＶ）』

第2回
配偶者暴力（ＤＶ）～これってフツウな
の！？まず気づくことから始めよう～

元

第1回
これもＤＶ（配偶者暴力）？！“不機
嫌”という名の暴力
～家庭内「モラル・ハラスメント」を知り、
本当の自分を取り戻す～

第2回（コロナ禍のため開催中止）
ー あなたは悪くない ー

配偶者暴力（DV）に気づくために

2
配偶者暴力（DV）から子供と私の安全・安心な暮らしを取り戻すために

（リモート開催）
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配偶者暴力対策の現状

５ 早期発見体制の充実

〇 都・区市町村実施の研修への参加割合は、民間支援団体では約８割となっている。
〇 被害者対応マニュアルについては、児童相談所・子供家庭支援センターで約7割、幼稚園等で約5割がマニュアルを持っていない。

東京都生活文化局「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査」

＜都・区市町村実施の研修への参加の有無＞

機関等種別 合計 はい いいえ

52 21 31

100% 40.4% 59.6%

102 24 78

100% 23.5% 76.5%

13 10 3

100% 76.9% 23.1%

病院

警察

民間支援団体

＜被害者対応マニュアルの有無＞

機関等種別 合計
独自のマニュ

アルを作成し
ている

他機関作成の

マニュアルを
利用している

マニュアルは

ない

102 102 0 0
100% 100.0% 0.0% 0.0%

56 6 12 38
100% 10.7% 21.4% 67.9%

4 2 0 2

100% 50.0% 0.0% 50.0%
147 45 30 72

100% 30.6% 20.4% 49.0%

13 7 2 4
100% 53.8% 15.4% 30.8%

弁護士会・法テラス

幼稚園・保育所・こ

ども園

民間支援団体

警察

児童相談所・子供

家庭支援センター
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配偶者暴力対策の現状

６ 都の配偶者暴力相談支援センター機能の充実

〇 区市町村への支援として、相談員向け研修や、解決に苦慮する事例について指導・助言を行うスーパーバイズを実施し、区市町村相談員の
資質の向上を図っている。

＜区市町村向けスーパーバイズ実績＞
〇令和元年度
・実施日：月１回
・実施方法：希望区市女性センター等

の相談事例をもとに実施
・スーパーバイザー：臨床心理士

＜都の主な取組＞
・区市町村等向けの相談員養成講座
・コーディネート研修
・民間団体向け研修
・「配偶者暴力被害者支援基本プログラム改定版」の配布

＜東京ウィメンズプラザスーパーバイズ実績＞
〇令和元年度
・実施日：月１回
・スーパーバイザー：大学教授

年度 参加人数

令和元年 202

平成30年 279

平成29年 195

平成28年 207

＜相談員養成講座 実績＞ ＜コーディネート研修 実績＞

年度 参加人数

令和元年 204

平成30年 182

平成29年 128

平成28年 230
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配偶者暴力対策の現状

７ 身近な地域での相談窓口の充実

〇 都は、区市町村の配偶者暴力相談支援センターの機能整備促進に取り組んでいるものの、目標に達していない。
〇 区市町村を訪問して、センター機能整備に向けた助言などの技術的支援を行っている。（アウトリーチ活動）
〇 相談・支援体制が不十分な区市町村に対して、出前講座等を実施し、体制強化を支援している。

＜出前講座の実績＞

目標項目 目標 令和2年度までの実績

区市町村における配偶者暴力相
談支援センター機能整備団体数

20団体 17団体

配偶者暴力相談支援センター整
備促進等に向けて、訪問して働
きを行う区市町村数

年間20団体
令和元年度

24団体

＜アウトリーチ活動の実績＞

＜配偶者暴力相談支援センター整備区（設置順）＞

港区、板橋区、江東区、中野区、豊島区、葛飾区、練馬区、台東区、荒川区、北区、江戸川区、杉並区、新宿区、大田区、
世田谷区、文京区、品川区

〇 令和元年度
14団体（７区、７市）

〇 令和元年度
20か所（参加人数：605人）
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配偶者暴力対策の現状

８ 被害者の状況に応じた相談機能の充実

〇 東京ウィメンズプラザにおける男性被害者からの相談件数は、増加傾向にある。
〇 主に若年層を対象にLINEを活用した相談を1か月試行。友だち登録数は約7,800を超え、電話相談と比較すると若年層が多かった。
〇 令和2年度に、LINE相談及び外国語（5言語）による電話相談を試行実施。令和３年度より本格実施予定。

＜外国語による電話相談＞

〇 対応言語（５言語）
英語、中国語、韓国語、タイ語、
タガログ語

〇 相談日・相談時間
火曜日、木曜日、金曜日
13:00～16:00
（祝日、年末年始除く）

＜都の配偶者暴力相談支援センターにおける障害者
である 被害者からの相談件数＞

年度 件数

令和元年 172

平成30年 104

平成29年 118

平成28年 123

内閣府「配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数等調査」

＜東京ウィメンズプラザの男性相談概要＞

１ 電話相談
毎週月曜日・水曜日
17：00～20：00
毎週土曜日 14：00～17：00

２ 面接相談
毎週水曜日 19：00～20：00

年度 件数

令和元年 191

平成30年 190

平成29年 144

平成28年 146 東京ウィメンズプラザ集計

＜LINE相談「ささえるライン＠東京」相談＞

〇 R2試行（1か月）実施結果
・友だち登録 7,807人
（登録者の8割が20・30代）

DV相談203件
（30代が約半数）

R2試行実施

上記、いづれもR3より本格実施予定

＜男性被害者からの相談件数＞
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配偶者暴力対策の現状

９ 保護体制の整備

〇 都の配偶者暴力相談支援センターにおける一時保護件数は、単身での保護よりも母子での保護が多い。
〇 面接相談をした被害者の約8割が子供を有しており、そのうち約4割が「子供の安全」、約３割が「子供の心」を不安に思っている。
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（2014）

年度

平成27

（2015）

年度

平成28

（2016）

年度

平成29

（2017）

年度

平成30

（2018）

年度

令和元

（2019）

年度

（件） 単身 母子

＜都の配偶者暴力相談支援センターにおける一時保護件数の推移＞

受付機関 全体 子供の安全 子供の心 学校・保育園 親権 その他 無回答

69 30 24 15 12 5 16

100% 43.5% 34.8% 21.7% 17.4% 7.2% 23.2%

19 6 6 3 3 4 7

100% 31.6% 31.6% 15.8% 15.8% 21.1% 36.8%

50 24 18 12 9 1 9

100% 48.0% 36.0% 24.0% 18.0% 2.0% 18.0%

合計

ウィメンズプラザ

女性相談センター

受付機関 全体 あり なし 妊娠中 無回答(不明)

83 69 12 1 1

100% 83.1% 14.5% 1.2% 1.2%

21 19 1 1 0

100% 90.5% 4.8% 4.8% 0.0%

62 50 11 0 1

100% 80.6% 17.7% 0.0% 1.6%

合計

ウィメンズプラザ

女性相談センター

＜被害者（面接相談）の子供の有無＞

＜子供に係る不安（複数回答）＞

東京都生活文化局調査

東京都生活文化局
「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査」
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配偶者暴力対策の現状

10-1 安全の確保と加害者対応

〇 配偶者からの暴力に関する保護命令発令件数は減少傾向にある。
〇 加害者による追跡があった被害者は約3割となっている。加害者からの問合せについては、児童相談所・警察・法テラス等で約半数が「ある」と
回答。
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＜配偶者からの暴力に関する保護命令発令件数の推移（都）＞

警視庁「警視庁の統計」

＜加害者による被害者（面接相談）の追跡＞

機関等種別 合計 ある ない 無回答

52 5 47 0

100% 9.6% 90.4% 0.0%
102 50 52 0

100% 49.0% 51.0% 0.0%

56 24 32 0
100% 42.9% 57.1% 0.0%

4 2 1 1

100% 50.0% 25.0% 25.0%
13 1 12 0

100% 7.7% 92.3% 0.0%

病院

警察

児童相談所・子供

家庭支援センター

弁護士会・法テラス

民間支援団体

＜加害者からの問い合わせの有無＞

機関等種別 合計 ある ない

147 5 142
100% 3.4% 96.6%

幼稚園・保育所・こ

ども園

（過去）

東京都生活文化局
「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査」

受付機関 合計 あり なし 分からない 無回答(不明)

83 22 18 32 11

100% 26.5% 21.7% 38.6% 13.3%

21 3 9 8 1

100% 14.3% 42.9% 38.1% 4.8%

62 19 9 24 10

100% 30.6% 14.5% 38.7% 16.1%

合計

ウィメンズプラザ

女性相談センター
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配偶者暴力対策の現状

10-2 安全の確保と加害者対応

〇 暴力から逃げられなかった理由としては、「経済的な不安」を挙げる人が約3割で最も多くなっている。「子供のためひとり親は避けたい」、
「逃げても見つかり、よりひどい暴力を受ける」がそれぞれ14.5％と続く。

受付機関 全体 経済的な不安
子供のためひと

り親は避けたい

逃げても見つか

り、よりひどい

暴力を受ける

暴力という認識

がなかった

子供を転校等さ

せたくない

逃げる気力が

なかった（無力

感）

自分が逃げると

身内に暴力が

及ぶ

周りに支援者が

いない

83 26 12 12 9 7 6 6 5
100% 31.3% 14.5% 14.5% 10.8% 8.4% 7.2% 7.2% 6.0%

21 5 5 2 2 2 2 2 1
100% 23.8% 23.8% 9.5% 9.5% 9.5% 9.5% 9.5% 4.8%

62 21 7 10 7 5 4 4 4
100% 33.9% 11.3% 16.1% 11.3% 8.1% 6.5% 6.5% 6.5%

合計

ウィメンズプラザ

女性相談センター

加害者が立ち

直ると思った

普段は良い人

だから
離婚はよくない

加害者が自分

を必要としてい

る

暴力が問題だと

思わなかった
その他 分からない 無回答(不明)

5 5 3 2 1 12 8 14
6.0% 6.0% 3.6% 2.4% 1.2% 14.5% 9.6% 16.9%

2 1 2 0 1 4 1 3
9.5% 4.8% 9.5% 0.0% 4.8% 19.0% 4.8% 14.3%

3 4 1 2 0 8 7 11
4.8% 6.5% 1.6% 3.2% 0.0% 12.9% 11.3% 17.7%

東京都生活文化局「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査」

＜暴力から逃げられなかった理由（面接相談）（複数回答）＞
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配偶者暴力対策の現状

11 総合的自立支援の展開

〇 東京ウィメンズプラザにおいて、心理的サポートと自立支援情報の提供を行う自立支援講座を実施している。
〇 母子家庭の困りごとは、「家計」の割合が多い。
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（n=1,543）

家計 仕事 住居 自分の健康 親族の健康・介護 家事 その他

＜ひとり親世帯の困りごと（全国）＜母子家庭＞＞

厚生労働省「全国ひとり親世帯等調査」（平成28年度）

＜自立支援講座 実績＞

年度
参加人数
（延べ）

令和元年 229

平成30年 261

平成29年 280

平成28年 327

東京ウィメンズプラザ集計
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配偶者暴力対策の現状

12 安全で安心できる生活支援・就労支援・住宅確保のための支援

〇 ひとり親世帯の年収は少なく、就労や住居に関する様々な公的機関の支援が必要。

厚生労働省「全国ひとり親世帯等調査」（平成28年度）

＜都の主な取組＞

〇 住民基本台帳の閲覧等の制限についての指導の
徹底

〇 「配偶者暴力被害者支援基本プログラム改定版」
の配布等による医療保険や年金等各種制度に関する
適切な情報提供

〇 都立高等学校の転学における柔軟な対応などの
就学支援

〇 東京しごとセンター等における就労支援、職業能
力開発センター等による職業訓練

〇 東京ウィメンズプラザでのマザーズハローワークとの連
携による自立支援講座

〇 住宅セーフティネット法に基づく、ＤＶ被害者などの
民間賃貸住宅への円滑な入居の促進
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平成29(2017)年度

（n=487）

100万未満 100～200万未満 200～400万未満 400～600万未満

600～800万未満 800万以上 無回答

参考 ＜ひとり親世帯の年間平均収入（都）＜母子家庭＞
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配偶者暴力対策の現状

12 安全で安心できる生活支援・就労支援・住宅確保のための支援

〇 ひとり親世帯の年収は少なく、就労や住居に関する様々な公的機関の支援が必要。
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平成19(2007)年度

（n=527）
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（n=487）

100万未満 100～200万未満 200～400万未満 400～600万未満

600～800万未満 800万以上 無回答

＜ひとり親世帯の年間平均収入（都）＜母子家庭＞

厚生労働省「全国ひとり親世帯等調査」（平成28年度）

＜都の主な取組＞

〇 住民基本台帳の閲覧等の制限についての指導の
徹底

〇 「配偶者暴力被害者支援基本プログラム改定版」
の配布等による医療保険や年金等各種制度に関する
適切な情報提供

〇 都立高等学校の転学における柔軟な対応などの
就学支援

〇 東京しごとセンター等における就労支援、職業能
力開発センター等による職業訓練

〇 東京ウィメンズプラザでのマザーズハローワークとの連
携による自立支援講座

〇 住宅セーフティネット法に基づく、ＤＶ被害者などの
民間賃貸住宅への円滑な入居の促進
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配偶者暴力対策の現状

13 子供のケア体制の充実

〇 面接相談をした被害者の加害者から子供への暴力については、「ある」と回答した人が過半数を占めている。
〇 被害者対応マニュアルの有無については、児童相談所・子供家庭支援センターでは、約7割近くが「マニュアルはない」と回答している。

東京都生活文化局
「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査」

＜加害者から子供への暴力（面接相談）＞

＜都の取組＞ 配偶者暴力対策ネットワーク会議の運用

〇 検討事項 計画推進・連携促進等
〇 委員
児童相談センター、福祉事務所、保健所、小児総合医療セン
ター、地裁 ほか連携機関で構成
〇 推進部会と連携部会でも検討

＜被害者対応マニュアルの有無＞（再掲）
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配偶者暴力対策の現状

14 関係機関・団体等の連携の推進

〇 民間団体等が自主的に行う事業に助成し、その活動を支援するとともに、民間団体向けの研修を行い行政との連携や団体同士の交流を促
進している。
〇 民間団体からは、活動を支援するための助成を継続してほしいとの要望がある。

＜配偶者暴力防止等民間活動助成事業 実績＞

年度 件数
助成金額
（千円）

令和元年 19 13,379

平成30年 16 11,865

平成29年 14 8,781

平成28年 11 8,926

＜民間団体向け研修 実績＞

年度 参加人数

令和元年
新型コロナウイルス感染拡大の

影響で中止

平成30年 116

平成29年 84

平成28年 103

＜民間団体の要望＞

〇 民間の自主的な活動は重要であり、これらの活動を支援するための助成を継続してほしい

〇 安心して次年度の活動計画を立てられるよう応募の時期を早くしてほしい 等

「配偶者暴力対策に係る民間支援団体との連携会議（平成30年度）」
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配偶者暴力対策の現状

15 人材育成の推進と適切な苦情対応

〇 人材育成の推進については、ニーズや現状を踏まえてテーマや対象を設定し、職務関係者研修を実施している。
〇 適切な苦情対応については、相談・支援体制が不十分な区市町村に対して、出前講座等を実施している。

年度 回数 参加人数

令和元年 5 785

平成30年 6 877

平成29年 7 834

平成28年 7 796

＜職務関係者研修 実績＞ ＜出前講座 実績＞

年度 開催箇所 参加人数

令和元年 20 605

平成30年 18 629

平成29年 18 498

平成28年 17 498
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配偶者暴力対策の現状

16 調査研究の推進

〇 令和元年度に被害者や関係機関を対象とした都の実態調査を実施した。
〇 加害者からの相談内容では、「更生プログラムについて知りたい」が15人中７人で最も多く、次いで、「暴力をやめたい」が４人となっている。ま
た、「その他」として、「妻がどうしたいのか分からない。仲良くしたい。」、「妻とやり直したい」、「妻の気持ちが知りたい」、「夫婦カウンセリングを受けた
い」などがある。

全体

更生プログ

ラムについ
て知りたい

暴力をやめ

たい

妻がいなく

なった

別れたいと

言われた

ＤＶと言われ

たが自分は
悪いことはし
ていない

子供のこと

が心配だ

ＤＶで妻が

保護された

子どもが連

れ去られた
その他

15 7 4 1 1 1 1 0 0 7
100% 46.7% 26.7% 6.7% 6.7% 6.7% 6.7% 0.0% 0.0% 46.7%

＜男性相談（加害者）相談内容＞

＜国への提案＞ 令和２年8月

（課題）
加害者対策についても、国は調査研究事業に着手しているが、実効性あ
る対策を講じていくためには、引き続き検討すべき課題がある。
（提案事項）
配偶者暴力の防止と被害者等の保護の観点から、必要な法整備も含め
た実効性ある加害者対策について検討を進めること。

＜加害者対策等に関する国の動き（平成27年度以降）＞

〇平成27年度
配偶者に対する暴力の加害者更生に係る実態調査研究

〇平成30年度
被害者支援における危険度判定に基づく加害者対応に関す
る調査研究

〇令和元年度
配偶者暴力被害者支援における機関連携及び加害者対応
に関する調査研究

〇令和2年度
加害者プログラムの試行実施

東京都生活文化局
「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査」
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配偶者暴力対策の現状

17 性暴力被害者に対する支援

〇 強制性交等や強制わいせつなどの被害者がその被害を申告した割合は、15.2％。
〇 都の強制性交等事件の認知件数と検挙件数は、平成28年度以降に増加傾向にある。
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配偶者暴力対策の現状

＜都の取組＞
性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援事業
性暴力救援センター・東京

24時間365日、性犯罪・性暴力被害にあわれた方からの相談を確実に受け付け、医療機関や警察等に付き添い、必要な支援につなげていく体制を構築
し、被害者の心身の負担軽減や早期回復、被害の潜在化の防止等を図る。
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＜相談実績＞
東京都犯罪被害者等支援施策検討委員会「第３期東
京都犯罪被害者等支援計画に基づく施策・事業の実施
状況」
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配偶者暴力対策の現状

18 セクシュアル・ハラスメントの防止

〇 セクシュアル・ハラスメントに関する労働相談件数は、労働者及び使用者からは近年、いずれも増加傾向にある。
〇 相談の内容については、平成28年度以降労働者からの対価型、地位利用型に関する相談の割合が多い。
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配偶者暴力対策の現状

19 ストーカー被害者に対する支援

〇 ストーカー行為等に係る相談件数は、平成28年以降、減少傾向にある。
〇 ストーカー規制法の違反等措置状況については、近年、概ね増加傾向にある。「警察本部長等の援助」は令和元年は大きく減少した。

＜ストーカー相談件数（都）＞

警視庁「ストーカー事案の概況」
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配偶者暴力対策の現状

20 ストーカー被害者の性別、加害者との関係

〇 令和2年におけるストーカー被害者は、「女性」が87.6%、「男性」が12.4％であった。
〇 加害者との関係では、「交際相手（元を含む）」40.8％が最多であり、「知人友人」12.6％、「勤務先同僚・職場関係」12.1％と続いてい
る。

警察庁「令和2年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応状況について」 57



配偶者暴力対策の現状

21 性・暴力表現等への対応

〇 私事性的画像に係る事案の相談件数は、私事性的画像被害防止法が施行された平成26年以降増加傾向にあり、令和元年は約1,500
件となっている。
〇 相談等における被害者の性別・年齢別に見ると、約9割が女性であり、19歳以下と20歳代が合わせて6割以上を占めている。
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注）平成26 年は、私事性的画像被害防止法の施行日（11 月27 日）以降の件数 警察庁「令和元年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応状況について」

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年
令和元年の
割合

男性 84 105 90 97 6.6%

女性 979 1,138 1,257 1,382 93.4%

19歳以下 236 307 352 376 25.4%

20歳代 442 468 515 637 43.1%

30歳代 194 214 254 235 15.9%

40歳代 140 183 158 145 9.8%

50歳代 40 60 54 65 4.4%

60歳代 6 6 4 9 0.6%

70歳以上 2 2 3 0 0.0%

年齢不詳 3 3 7 12 0.8%

＜私事性的画像に係る事案の相談等における被害者の性別・年齢（全国）＞
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東京都女性活躍推進計画現行計画策定後の法令等の動きについて

● 平成３０年５月「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律

衆議院、参議院及び地方議会の選挙における、男女の候補者数の均等化を目標

● 令和元年６月５日「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律」

 女性活躍推進

・一般事業主行動計画の策定義務の対象拡大（３０１人以上→１０１人以上）

・公表項目の拡大、等

 ハラスメント対策の強化

・国の施策に「職場における労働者の就業環境を害する言動に起因する問題の解決の促進」（ハラスメント対策）を明記

・パワーハラスメント防止対策の法制化

・セクシュアルハラスメント等の防止対策の強化

● 令和元年１２月「東京都性自認及び性的指向に関する基本計画」策定

声を上げられない当事者へアプローチする「声なき声に配慮する相談体制の充実」を重点課題として推進

● 令和２年１２月「第５次男女共同参画基本計画」閣議決定（内閣府）

 令和12年度末までの基本認識並びに令和7年度末までを見通した「施策の基本的方向」及び「具体的取組」を定める
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東京都配偶者暴力対策基本計画現行計画策定後の法令等の動きについて

● 平成２８年１２月「ストーカー行為等の規制等に関する法律の一部を改正する法律」公布（平成29年1月（一部同年6月）施行）

 （規制対象行為の拡大、罰則の見直し等）TwitterやLINE等のSNS等でのメッセージの連続送信や、個人のブログへの執拗な書き込みを、つきまとい行為に追加

● 平成２９年６月 「刑法の一部を改正する法律」公布（平成29年7月施行）

 （強姦罪が強制性交等罪として改正等）強姦罪→強制性交等罪に名称を変更、これまで被害者を女性に限っていたが性別を問わない

● 令和元年6月「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法律」公布（令和２年４月施行）

 （相互に連携・協力すべき関係機関として児童相談所が法文上明確化など）児童虐待と密接な関連があるとされるＤＶの被害者の適切な保護が行われるよう、相互に連携・

協力すべき関係機関として児童相談所が法文上明確化。また、その保護の適用対象として被害者の同伴家族が含まれることも明記

● 令和元年６月「児童虐待の防止等に関する法律「児童虐待防止対策の強化を図るため福祉法等一部改正する法律」（令和２年４月施行）

 配偶者からの暴力の被害者の保護にあたり、相互に連携すべき関係機関として児童相談所を追加、被害者に同伴家族が含まれる旨を明記

● 令和２年４月「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律に基づく基本方針」改正（内閣府）

 ・配偶者からの暴力の被害者の保護にあたり、相互に連携すべき関係機関として児童相談所を追加。被害者に同伴家族が含まれる旨を明記

・民間団体と支援センターとが対等な関係性において機動的に連携することや一時保護後の支援内容について民間シェルター等の民間団体の活用に関する記載を追加

● 令和２年６月「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」決定（内閣府）

 令和2から４年度までの３年間を、性犯罪・性暴力対策の「集中強化期間」として、刑事法の在り方の検討、被害者支援の充実、加害者対策、教育・啓発の強化への取組

● 令和３年２月「第４期東京都犯罪被害者等支援計画」策定

 性犯罪等被害者支援の取組充実・強化、 配偶者暴力・児童虐待等被害に対する支援
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